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スケーリングファクタ法や平均放射能濃度法のような統計的手法に基づく放射能濃度評価方法
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1．はじめに 

 

廃棄物埋設事業者は、放射性廃棄物の埋設処分に当たり処分対象となる廃棄体一体ごとに、

法令で定められている技術上の基準に適合していることについて、規制当局による確認を受け

なければならないことが核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 51条の 6第

2項に規定されている。廃棄体に係る技術上の基準には廃棄体性能及び放射性物質の濃度（以下

「放射能濃度」という。）に係る項目があり、放射能濃度に係る項目は、埋設処分対象の廃棄体

に含まれる放射性物質の種類ごとの放射能濃度が埋設事業許可申請書に記載された最大放射能

濃度（以下「放射能濃度上限値」という。）を超えないこととされている。埋設処分を先行して

実施している原子力発電所では、ピット処分対象の廃棄体一体ごとに、スケーリングファクタ

法（以下「SF 法」という。）や平均放射能濃度法のような統計的手法に基づく放射能濃度評価

方法 1）により、廃棄体に含まれる放射性物質の種類ごとの放射能濃度を評価し、法令で定めら

れている技術上の基準に適合していることについて確認を受けている 2）。 

日本原子力研究開発機構（以下「原子力機構」という。）の研究施設から発生する放射性廃棄

物（以下「研究施設等廃棄物」という。）についても、近い将来にトレンチ処分またはピット処

分の実施が予定されており、合理的な埋設処分を実施していくとの観点から、原子力発電所と

同様に簡便かつ迅速に放射能濃度を評価する方法を構築する必要がある。この取り組みの一環

として、平成 10 年度から平成 19 年度にかけて、原子力機構の原子力科学研究所（以下「原科

研」という。）でセメントまたはアスファルトにより均質・均一に固化された低レベル放射性廃

液の固化処理前の濃縮廃液から採取した分析用試料について放射化学分析を実施し、取得した

18核種（3
H、14

C、59
Ni、60

Co、63
Ni、79

Se、90
Sr、99

Tc、129
I、137

Cs、154
Eu、237

Np、238
Pu、239+240

Pu、

241
Am、243

Am、244
Cm）の放射能濃度データについてとりまとめている 3）。 

本検討では、この放射能濃度データをもとに、平成 10 年度から平成 19 年度にかけて原科研

で作製されたアスファルト固化体に対して、原子力発電所から発生した廃棄体（以下「発電所

廃棄体」という。）の放射能濃度評価で採用されている SF 法や平均放射能濃度法のような統計

的手法に基づく放射能濃度評価方法の適用性について検討した。また、原科研のアスファルト

固化体に対し、放射能濃度評価方法を構築する上で課題となる点について整理した。 
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2．アスファルト固化処理の概要 3,4） 

 

原科研にある研究施設は主に原子炉施設、核燃料使用施設、RI 使用施設に分類され、これら

の施設から発生する廃液には、施設の運転状況や使用状況等によりさまざまな放射性核種が含

まれている。原科研ではこれらの施設から発生した廃液について、廃液の放射能濃度レベルに

応じて、区分 A未満（3.7×10
-1

Bq/cm
3未満）、区分 A（3.7×10

-1
 Bq/cm

3以上 3.7×10
1
 Bq/cm

3未満）、

区分 B-1（3.7×10
1
 Bq/cm

3以上 3.7×10
4
 Bq/cm

3未満）、区分 B-2（3.7×10
4
 Bq/cm

3以上 3.7×10
5
 Bq/cm

3

未満）に分類している。このうち区分 B-1の一部（3.7×10
2
 Bq/cm

3以上 3.7×10
4
 Bq/cm

3未満）及

び区分 B-2 に分類される廃液がアスファルト固化処理されている。 

原科研におけるアスファルト固化処理の概要を図 2.1に示す。原科研にある第 2廃棄物処理棟

では、廃液貯槽に受け入れた廃液の放射能濃度、核種、pH、塩濃度、含有イオン濃度、電導率

等を測定し、必要に応じて廃液の油分分離、中和等の前処理を行う。前処理を終えた廃液はポ

ンプにより蒸発処理装置・Ⅱの供給槽に移送後、供給槽より一定水頭で蒸発缶に供給され、加

熱蒸気により水分を蒸発、廃液中の塩分、固形成分等が濃縮される。 

蒸発・濃縮処理を終えた廃液は濃縮液貯槽に回収され、ポンプによりアスファルト固化装置

の供給槽に移送後、供給槽より混和蒸発器に供給される。分析用試料は蒸発・濃縮処理作業（処

理バッチ）ごとに供給槽から採取した。混和蒸発器では溶融したアスファルトと濃縮廃液を混

合、固形成分等をアスファルト相に均一に分散させた溶融混合物をコンクリート内張りドラム

缶に充填し、上部にコンクリートの後打ちを行いアスファルト固化体として保管廃棄施設に保

管している。 

なお、蒸発・濃縮処理の過程で発生する凝縮液は、凝縮液貯槽に回収された後、放射能濃度

のレベルに応じて、一般排水溝に排水、第 3 廃棄物処理棟に送液してセメント固化処理、もし

くは蒸発処理装置・Ⅱにおいて再び蒸発・濃縮処理が行われる。また、アスファルト固化処理

の際に発生する蒸発水についても、蒸発水復水器で冷却され、復水は復水貯槽に回収された後、

蒸発処理装置・Ⅱにおいて再び蒸発・濃縮処理が行われる。 
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3．検討手順 

 

本検討では、平成 10年度から平成 19年度（以下「本検討対象期間」という。）にかけて原科

研で作製されたアスファルト固化体に対して、発電所廃棄体に対する放射能濃度評価方法適用

の基本手順を参考に、図 3.1 に示す検討フローに従って SF 法や平均放射能濃度法（以下「SF

法等」という。）の適用性について確認した。 

SF法は、難測定核種と Keyとなる核種＊（以下「Key核種」という。）の放射能濃度に相関関

係が成立する場合に、あらかじめ放射化学分析データに基づいて求めた相関比（スケーリング

ファクタ。以下「SF」という。）に廃棄体外部から非破壊で測定した Key核種の放射能濃度をか

け合わせることで、間接的に難測定核種の放射能濃度を評価する方法である 1,5）。このため SF

法は、「難測定核種と生成機構や移行挙動が類似する Key核種が存在し、両者の放射能濃度間に

相関関係が成立する場合」、すなわち難測定核種と Key核種の核種組成比が一定とみなせる場合

に適用できる評価方法であると考えられる。一方、平均放射能濃度法は、「核種の生成機構や移

行挙動を考慮しても難測定核種と Key 核種の放射能濃度間に相関関係が成立せず、かつ放射化

学分析により得られた難測定核種の放射能濃度データが一定範囲内にあり、放射能濃度上限値

に対して裕度が見込まれる場合」に適用できる評価方法であって、これらのデータの平均値を

当該難測定核種の放射能濃度とする評価方法である 1）。 

いずれの放射能濃度評価方法も、原子力発電所から定常的に発生する廃液のように、放射能

濃度または核種組成比が一定であることが明らかな場合に適用できる評価方法である。しかし、

原科研で作製されたアスファルト固化体は、様々な研究施設から発生した廃液が固化処理され

たものであり、廃液に含まれる核種の生成起源や廃液への移行挙動が発生施設ごとに異なるた

め、本検討対象期間全体に対して放射能濃度または核種組成比が一定とみなせず、SF法等の一

様な適用は困難であると考えられる。そこで、本検討対象期間にアスファルト固化処理された

廃液の放射能濃度または核種組成比が一定と予想される処理バッチの期間を特定し、この期間

のアスファルト固化体に対して SF法等の適用性について検討することとした。 

検討するにあたり、まずアスファルト固化処理された廃液の主要な発生施設を特定するため

に、本検討対象期間に第 2 廃棄物処理棟で廃液を受け入れた際に記録していた「液体廃棄物受

入記録」から、廃液の発生施設ごとの放射能量を調査し、放射能量が多い廃液が発生した施設

を廃液の主要な発生施設とした。次にこれらの発生施設の年次報告書等の他、発生施設への聞

き取りにより、施設から発生した廃液に含まれる核種の生成機構や廃液への移行挙動を調査し、

廃液の放射能濃度または核種組成比が一定と予想される処理バッチの期間を特定した。特に SF

法の適用性については、核種の生成機構や廃液への移行挙動が類似すると考えられる核種同士

の組合せについて、相関図及び統計的手法により相関関係の成立性を確認した。 

 

                                              

＊ Key核種は廃棄体外部から非破壊測定が可能な γ線を放出する核種で、原子力発電所の SF法に
おいては、60Coまたは 137Csとされている。  
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4．調査結果 

 

4.1 廃液の主要な発生施設の調査 

本検討対象期間にアスファルト固化処理された廃液の発生施設の内訳は、原科研にあるホッ

トラボ施設（ホットラボ）、再処理特別研究棟（再処理）、燃料試験施設（燃試）、第 3廃棄物処

理棟（処理 3）、圧縮処理装置建家（圧縮）、第 2廃棄物処理棟（処理 2）、液体廃棄物処理場（液

処理）、国際原子力総合技術センター（研修）、JRR-1、JRR-2、第 3研究棟（研究 3）、核燃料サ

イクル安全工学研究施設（NUCEF）、科学技術庁電源開発促進対策特別会計施設（電源）、放射

線標準施設（FRS）及び日本アイソトープ協会（JRIA）であった 3）。これらの施設から発生した

廃液は、発生元の施設で代表的な核種の放射能濃度を測定した後に、タンクローリーによって

第 2廃棄物処理棟に輸送され、蒸発・濃縮処理後にアスファルトにより固化処理された。 

廃液の主要な発生施設を特定するために、「液体廃棄物受入記録」から、処理対象廃液の発生

施設ごとの放射能量を調査し、本検討対象期間全体における発生施設ごとの廃液の放射能量の

割合を算出した。表 4.1に廃液の発生施設ごとの放射能量を、図 4.1に発生施設ごとの廃液の放

射能量の割合を示す。この結果から、放射能量が多い廃液が発生した再処理特別研究棟（再処

理）、燃料試験施設（燃試）、ホットラボ施設（ホットラボ）、日本アイソトープ協会（JRIA）及

び第 2廃棄物処理棟（処理 2）を廃液の主要な発生施設とし、これ以外の発生施設をその他とし

た。 

 

4.2 核種の生成起源や廃液への移行挙動の調査 

本検討対象期間にアスファルト固化処理された廃液について、主要な発生施設の廃液に含ま

れる核種の生成起源や廃液への移行挙動等の廃液の性状について調査した。なお、本調査は発

生施設の年次報告書 4,6～15,17）等の他、発生施設への聞き取りにより行った。主要な発生施設の

廃液に含まれる核種の生成起源や廃液への移行挙動について調査した結果を以下に示す。ただ

し、燃料試験施設及びホットラボ施設から発生した廃液は、それぞれ施設内の貯蔵タンクに一

度集められた後にタンクローリーで第 2 廃棄物処理棟に輸送されていることから、照射後試験

ごとに廃液に含まれる核種の移行挙動の調査はできなかった。 

 

(1) 再処理特別研究棟から発生した廃液 

本検討対象期間に再処理特別研究棟から発生した廃液は、JRR-3 の使用済燃料（燃焼度

600MWD/t）の湿式再処理試験の共除染工程から発生した TRU 核種を含みかつ β・γ 放射能

濃度が比較的高い廃液（以下「FP 含有廃液」という。）の処理実証試験に伴って発生した。

再処理特別研究棟において行われた湿式再処理試験のフローを図 4.2に、FP含有廃液の処理

系統図を図 4.3 に示す。FP 含有廃液の処理実証試験は平成 9 年度から平成 10 年度にかけて

行い、FP 含有廃液に含まれる Pu、Cs 及び Sr を無機系吸着材によって選択的に除去し、B-1
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レベル（3.7×10
4
 Bq/cm

3未満）の液体廃棄物としてタンクローリーで第 2 廃棄物処理棟へ搬

出した。処理実証試験における無機吸着材の除染係数は、Pu：10、Cs,Sr：10
3
~10

4であった。

また pH 調整に伴って発生したスラッジを除去した際に α 核種（主に 241
Am）も除去され、

除染係数は、10
2
~10

3であった。 

 

(2) 燃料試験施設から発生した廃液 

本検討対象期間に燃料試験施設から発生した廃液は、主に発電用原子炉の燃料集合体（燃

焼度 55GWD/t）や原子炉材料等を対象とした安全性研究として、引張試験、シャルピー衝撃

試験、金相試験、電子顕微鏡検査等の破壊検査に伴う切断・研磨作業等によって発生した 6~15）。

本検討対象期間に燃料試験施設において行われた主な照射後試験のうち、破壊検査を伴う照

射後試験を表 4.2にまとめた。他に燃料集合体を受け入れた際の洗浄作業に伴う洗浄水の他、

中レベル廃液タンク及び配管の除染作業（平成 10 年度）に伴う洗浄水や廃液貯槽及びセル

系ホット排水管の高圧ジェット水による除染作業（平成 18年度から平成 19年度）に伴う洗

浄水等を含め、燃料試験施設からは比較的大量の廃液が発生した。図 4.4 に燃料試験施設の

排水系統図を示す。燃料試験施設から発生した廃液は、第 2廃棄物処理棟へ搬出されるまで

の間に、再処理特別研究棟で行われたような化学的処理等の核種組成比に影響を与えるよう

な操作は行われていなかった。 

 

(3) ホットラボ施設から発生した廃液 

本検討対象期間にホットラボ施設から発生した廃液は、主に原子炉材料を対象とした安全

性研究として、引張試験、シャルピー衝撃試験、金相試験、電子顕微鏡検査等の破壊検査に

伴う切断・研磨作業等によって発生した 6~10）。本検討対象期間にホットラボ施設において行

われた主な照射後試験のうち、破壊検査を伴う照射後試験を表 4.3 にまとめた。他にもホッ

トラボ施設からはセルやケーブの除染作業に伴う洗浄水も廃液として発生した。図 4.5 にホ

ットラボ施設の排水系統図を示す。ホットラボ施設から発生した廃液は、第 2廃棄物処理棟

へ搬出されるまでの間に、再処理特別研究棟で行われたような化学的処理等の核種組成比に

影響を与えるような操作は行われていなかった。 

なお、ホットラボ施設は平成 15 年度から廃止措置計画に基づき設備・機器の撤去が行わ

れており、平成 15年度以降に廃液の搬出は行われていない 11~15）。 

 

(4) 日本アイソトープ協会から発生した廃液 

本検討対象期間に日本アイソトープ協会から発生した廃液は、精製 RI、有機標識 RI、線

源 RI等を使用している日本全国の RI使用施設から、日本アイソトープ協会が回収した放射

性廃液、非密封 RI 線源等であり 16）、主に 3
H、14

C、60
Co、137

Cs が含まれていたことが記録

されていた。 
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(5) 第 2 廃棄物処理棟から発生した廃液 

本検討対象期間に第 2廃棄物処理棟から発生した廃液は、平成 14年度から平成 19年度に

かけて定期的に行われた蒸発処理装置・Ⅱ及び排水系統の保守点検作業に伴って発生した貯

槽、設備・機器類の付着物や堆積物を除去した際の洗浄水である 4,17）。図 4.6 に第 2 廃棄物

処理棟で行われている廃液の蒸発・濃縮処理系統図を、図 4.7 に第 2 廃棄物処理棟の排水系

統図を示す。また、図 4.8 にアスファルト固化処理系統図を示す。ただし、アスファルト固

化処理装置の保守点検作業（濃廃供給槽等の貯槽、復水器、混和蒸発器等の機器類の開放点

検）に伴って発生した洗浄水は再びアスファルト固化処理装置で処理され、蒸発処理装置・

Ⅱによって蒸発・濃縮されることはない。 

当該期間に第 2廃棄物処理棟で行われた保守点検作業を以下に示す。 

 

(i) A 用排水槽の開放点検（3年に 1回の頻度で実施） 

A用排水槽に貯留される廃液は区分 Aに分類される排水（床ドレン等）であり、一般排

水が可能なレベルである。A用排水槽の開放点検に伴い発生した洗浄水は、排水槽の付着

物や堆積物を除去した際に発生した。貯留されている廃液の放射能濃度が一般排水可能な

レベルであることからこの点検によって発生した洗浄水の放射能濃度も低いと考えられ

る。 

 

(ii) 第一種圧力容器開放点検（1年に 1回の頻度で実施） 

第一種圧力容器開放点検に伴い発生した洗浄水は、蒸発缶、凝縮器、蒸気ドレン冷却器

等の設備・機器類の付着物や堆積物を除去した際に発生した。特に蒸発缶を洗浄した際に

発生した洗浄水の放射能濃度は比較的高いと考えられる。 

 

(iii) 凝縮液貯槽、濃縮液貯槽、廃液供給槽、廃液貯槽及び B用排水槽の開放点検（3年に 1

回の頻度で実施） 

凝縮液貯槽、濃縮液貯槽、廃液供給槽、廃液貯槽及び B用排水槽の開放点検に伴い発生

した洗浄水は、これらの設備・機器類の付着物や堆積物を除去した際に発生した。凝縮液

貯槽に貯留される廃液は一般排水が可能なレベルであることから、凝縮液貯槽を洗浄した

際に発生した洗浄水の放射能濃度は低いと考えられる。濃縮液貯槽に貯留される廃液は蒸

発・濃縮処理後の廃液であることから、濃縮液貯槽を洗浄した際に発生した洗浄水の放射

能濃度は比較的高いと考えられる。廃液貯槽及び廃液供給槽に貯留される廃液は、第 2廃

棄物処理棟で受入れた際の蒸発・濃縮処理前の廃液であることから、これらの貯槽を洗浄

した際に発生した洗浄水の放射能濃度は比較的高いと考えられる。B用排水槽に貯留され

る廃液は区分 B-1に分類される排水（機器ドレン等）であることから、B用排水槽を洗浄

した際に発生した洗浄水の放射能濃度は比較的高いと考えられる。 



JAEA-Technology 2011-028 

- 7 - 

(iv) その他 

平成 18 年 3 月に濃縮液貯槽及び配管のスチーム洗浄が行われ、その洗浄の際に発生し

た洗浄水の放射能濃度は比較的高いと考えられる。 

 

表 4.1 に示すように、平成 14 年度から平成 19 年度にアスファルト固化処理が行われてい

たのは、主に日本アイソトープ協会（JRIA）または燃料試験施設（燃試）から発生した廃液

であったため、第 2廃棄物処理棟から発生した廃液は、直前に処理されていたこれらの施設

から発生した廃液の核種組成比と同一であると考えられる。 

 

4.3 核種の生成機構や蒸発・濃縮処理中の挙動の調査 

4.2 項の調査により、本検討対象期間にアスファルト固化処理された廃液に含まれる核種は、

照射済原子炉燃料または照射済原子炉材料を起源とすることがわかった。ただし、日本アイソ

トープ協会から発生した廃液に含まれていた核種は、非密封 RI線源等であり、照射済原子炉燃

料または照射済原子炉材料を起源とするものではない。以下に、これまでに放射能濃度データ

を取得した 3
H、14

C、59
Ni、60

Co、63
Ni、79

Se、90
Sr、99

Tc、129
I、137

Cs、154
Eu、237

Np、238
Pu、239+240

Pu、

241
Am、243

Am、244
Cmの生成機構及び廃液の蒸発・濃縮処理の過程におけるこれらの核種の挙動

について整理した。 

 

(1) 
3
H 

3
Hの主要な生成機構は原子炉燃料であるUの三体核分裂または原子炉材料中の 6

Liの熱中

性子捕獲であり以下に示す核反応によって生成する。 

6
Li（n, α）3

H 

3
Hは廃液中ではトリチウム水として水と同様の挙動を示し、廃液の蒸発・濃縮処理過程に

おいて一部は排気系に移行する可能性があると考えられる。 

 

(2) 
14

C 

14
C の主要な生成機構は原子炉材料中の 17

O、14
N の熱中性子捕獲であり以下に示す核反応

によって生成する。 

17
O（n, α）14

C 

14
N（n, p）14

C 

14
C は廃液中における化学形によって、廃液の蒸発・濃縮処理過程において一部は排気系

に移行する可能性があると考えられる。 
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(3) 
59

Ni、63
Ni、60

Co 

これらの核種の主要な生成機構はそれぞれ原子炉材料中の 58
Ni、62

Ni、59
Co の熱中性子捕

獲であり以下に示す核反応によって生成する。 

58
Ni（n, γ）59

Ni 

62
Ni（n, γ）63

Ni 

59
Co（n, γ）60

Co 

廃液の蒸発・濃縮処理過程においても、これらの核種は液中に残存し、同様の挙動を示す

と考えられる。 

 

(4) 
79

Se、90
Sr、137

Cs 

これらの核種の主要な生成機構は原子炉燃料である Uの核分裂である。廃液の蒸発・濃縮

処理過程においても、これらの核種は液中に残存し、同様の挙動を示すと考えられる。 

 

(5) 
129

I 

129
Iの主要な生成機構は原子炉燃料である Uの核分裂である。129

Iは廃液中の化学形や廃液

の性状によって、廃液の蒸発・濃縮処理過程において一部は排気系に移行する可能性がある

と考えられる。 

 

(6) 
99

Tc 

99
Tc の主要な生成機構は原子炉燃料である U の核分裂または原子炉材料中の 98

Mo の熱中

性子捕獲であり以下に示す核反応によって生成する。 

 

廃液の蒸発・濃縮処理の過程においても、99
Tcは液中に残存すると考えられる。 

 

(7) 
154

Eu 

154
Euの主要な生成機構は原子炉燃料であるUの核分裂で生成した 153

Euの熱中性子捕獲で

あり以下に示す核反応によって生成する。 

153
Eu（n, γ）154

Eu 

廃液の蒸発・濃縮処理の過程においても、154
Euは液中に残存すると考えられる。 

 

(8) 
237

Np、238
Pu、239+240

Pu、241
Am、243

Am、244
Cm 

これらの核種の主要な生成機構は Uの逐次的な熱中性子捕獲及びその壊変である。廃液の

蒸発・濃縮処理の過程においても、これらの核種は液中に残存すると考えられる。  

98Mo（n, γ） 99Mo 99Tc

99mTc
β（87%）

β（13%）



JAEA-Technology 2011-028 

- 9 - 

5．放射能濃度評価方法の検討 

 

5.1 放射能濃度または核種組成比が一定と予想される期間の特定 

原科研で作製されたアスファルト固化体は、様々な施設から発生した廃液が固化処理された

ものであり、3章で述べたように本検討対象期間全体に対して放射能濃度または核種組成比が一

定とみなせない要因として、廃液に含まれる核種の生成起源や廃液への移行挙動がそもそも発

生施設ごとに異なることが考えられた。そこで、本検討対象期間にアスファルト固化処理され

た廃液の主要な発生施設に着目して、発生施設が同じ処理バッチの期間を廃液の放射能濃度ま

たは核種組成比が一定と予想される期間として特定し、この期間のアスファルト固化体に対す

る SF法等の適用性について検討することとした。 

まず、廃液の放射能濃度または核種組成比が一定と予想される期間を特定するため、表 4.1

から処理バッチごとに、固化処理された廃液の総放射能量とそれに占める発生施設の放射能量

の割合を算出した。次にこの割合に応じて、処理バッチを主要な発生施設ごとにグループ分類

した。ここで、いくつかの処理バッチについては、1回のアスファルト固化処理において 2つ以

上の施設から発生した廃液を混合して処理しており、その混合割合が 10%以上である場合は、

その処理バッチはそれぞれの発生施設の混合としてグループ分類した。表 5.1にグループ分類し

た処理バッチごとの発生施設区分を示す。また、図 5.1に処理バッチごとの発生施設の放射能量

割合を示す。なお、主要な発生施設である第 2廃棄物処理棟（処理 2）について、グループ分類

としては処理場と表記する。 

 

5.1.1 平成 10 年度から平成 14 年度 

表 5.1 に示すように、平成 10 年度の H10-01 処理バッチから平成 15 年度の H15-01 処理バッ

チは、再処理特別研究棟（再処理）、燃料試験施設（燃試）、ホットラボ施設（ホットラボ）、日

本アイソトープ協会（JRIA）、第 2廃棄物処理棟（処理場）または各々の混合としてグループ分

類された。廃液に含まれる核種の生成起源や廃液への移行挙動はそもそも発生施設ごとに異な

ると考えられるため、当該期間全体のアスファルト固化体に対して放射能濃度または核種組成

比は一定とはみなせない。特に、4.2項で述べたように、日本アイソトープ協会から発生した廃

液には、非密封 RI線源として 3
H、14

C、60
Co、137

Cs が含まれており、そもそも廃液の放射能濃

度または核種組成比は一定とみなせない。平成 15 年度の H15-01 処理バッチについては、平成

14年度に発生した廃液が処理されたものであり、当該期間において検討することとした。 

 

5.1.2 平成 15 年度から平成 19 年度 

平成 15年度の H15-02処理バッチから平成 19年度の H19-06処理バッチは、燃料試験施設（燃

試）、第 2 廃棄物処理棟（処理場）または両者の混合としてグループ分類された。4.2 項で述べ
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たように、当該期間に第 2 廃棄物処理棟では、燃料試験施設から発生した廃液のみを受入れて

アスファルト固化処理を行っていた。このことから、第 2 廃棄物処理棟から発生した廃液には

燃料試験施設と同様の核種が含まれ、同じグループとみなせると考えられるため、当該期間全

体のアスファルト固化体に対して放射能濃度または核種組成比は一定と予想した。 

 

5.2 相関関係の確認 

本検討においては、核種の放射能濃度間の相関関係は相関図及び統計的手法である t検定によ

り確認することとしたため、比較的多数の放射能濃度データを取得している 3
H、14

C、90
Sr、99

Tc、

129
I、154

Eu、238
Pu、239+240

Pu、241
Am、244

Cmを検討対象とした。 

3
H、14

C については、4.3 項で述べたように、廃液の蒸発・濃縮処理過程で一部が排気系に移

行すると考えられ、同様の挙動を示す他の核種、すなわち SF法における Key核種、が存在しな

いことから SF法の適用は困難であると考えられる。従って、3
H、14

Cについては、60
Co及び 137

Cs

の放射能濃度との間に相関傾向が見られないこと、及び 3
H、14

C の放射能濃度データの分布に

ついて確認した。FP核種である 90
Sr、99

Tc、129
I、154

Eu及び α核種である 238
Pu、239+240

Pu、241
Am、

244
Cmについては、原子炉燃料を生成起源とし生成機構や廃液中の挙動を共にすると考えられる

137
Cs の放射能濃度との関係を確認した。129

I については、廃液中の化学形や廃液の性状によっ

て、一部は排気系に移行する可能性があると考えられるが、廃液の蒸発・濃縮処理過程におい

て液性をアルカリ性（pH8～10）に保っていることから、ここでは大部分の 129
Iが液中に残存す

ると考え 137
Cs の放射能濃度との関係を確認した。今後、廃液の蒸発・濃縮処理過程における 129

I

の挙動についても調査する必要があると考えられる。 

5.1項で述べたように、平成 15年度から平成 19年度のアスファルト固化体は、当該期間全体

に対して放射能濃度または核種組成比は一定と予想されたため、放射能濃度間の相関関係は相

関図及び統計的手法である t検定により確認することとした。平成 10年度から平成 14年度のア

スファルト固化体については、そもそも固化処理された廃液の放射能濃度または核種組成比は

一定とみなせないと考えられるが、グループごとの核種の放射能濃度間の傾向を把握するため

に相関関係を確認することとした。 

 

5.2.1 平成 15 年度から平成 19 年度 

3
H、14

C については、図 5.2 から図 5.5 に示すように 60
Co 及び 137

Cs の放射能濃度との間に相

関傾向は見られなかった。当該期間において、核種組成比が一定と予想された 90
Sr、99

Tc、129
I、

154
Eu、238

Pu、239+240
Pu、241

Am、244
Cm についても、図 5.6 から図 5.13 に示すように、137

Cs の放

射能濃度との間に明確な相関傾向は見られなかった。90
Sr、99

Tc、129
I、154

Eu、238
Pu、239+240

Pu、

241
Am、244

Cmについては、さらに t検定により相関関係の成立性を判定したが、表 5.2に示すよ

うにいずれの難測定核種についても相関関係は成立しなかった。また、当該期間の 14
C につい
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て 3
H の放射能濃度との関係を確認したところ、図 5.14 に示すように相関傾向が見られた。4.3

項で述べたように、3
Hは廃液中ではトリチウム水として水と同様の挙動を示し、廃液の蒸発・

濃縮処理過程において一部は排気系に移行すると考えられる。このことから、3
H と同様に 14

C

についても蒸発・濃縮処理過程において一部は排気系に移行すると考えられる。 

 

5.2.2 平成 10 年度から平成 14 年度 

3
H、14

C については、図 5.15 から図 5.18 に示すように 60
Co 及び 137

Cs の放射能濃度との間に

相関傾向は見られなかった。90
Srについても、図 5.19に示すように 137

Cs の放射能濃度との間に

明確な相関傾向は見られなかった。一方、99
Tc、129

I、154
Eu、238

Pu、239+240
Pu、241

Am、244
Cmにつ

いては、図 5.20 から図 5.26 に示すように、当該期間全体において 137
Cs の放射能濃度との間に

相関傾向が見られた。そこで、当該期間の 90
Sr、99

Tc、129
I、154

Eu、238
Pu、239+240

Pu、241
Am、244

Cm

についても、t検定により相関関係の成立性を判定したところ、表 5.3に示すように相関図から

相関傾向が見られた 99
Tc、129

I、154
Eu、238

Pu、239+240
Pu、241

Am、244
Cm については相関関係が成

立した。さらに当該期間の処理バッチを発生施設ごとにグループ分類したところ、放射能濃度

データが少数になってしまい、グループごとの核種の放射能濃度間の傾向を把握することは困

難であった。また、当該期間の 14
Cについて 3

Hの放射能濃度との関係を確認したところ、図 5.27

に示すように相関傾向が見られたことから、3
H と同様に 14

C についても蒸発・濃縮処理過程に

おいて一部は排気系に移行すると考えられる。 

なお、図 5.23及び図 5.24に示すように、日本アイソトープ協会（JRIA）から発生した廃液の

みを処理したバッチ（H12-08、H12-10、H13-05）から核燃料物質である 238
Pu、239+240

Pu が検出

された。4.2項で述べたように、RI使用施設である日本アイソトープ協会から発生した廃液には、

RI 廃棄物として 3
H、14

C、60
Co、137

Cs が含まれていた。この廃液を処理したバッチから 238
Pu、

239+240
Puが検出された理由としては、廃液貯槽内に前の処理バッチの廃液が少量残っていた可能

性があり、日本アイソトープ協会から発生した廃液を受け入れた際に、これらの廃液が混合さ

れたためと考えられる。 

 

5.3 放射能濃度評価方法の検討 

5.3.1 平成 15 年度から平成 19 年度 

当該期間の検討対象核種のうち、3
H、14

Cについて、図 5.2から図 5.5に示すように 60
Co及び

137
Cs の放射能濃度との間に相関傾向が見られないこと、放射能濃度データが 1～2 桁という一

定範囲内に分布していることから、平均放射能濃度法を適用できる可能性があると考えられる。 

一方、90
Sr、99

Tc、129
I、154

Eu、238
Pu、239+240

Pu、241
Am、244

Cmについて、5.1.2項で述べたよう

に、当該期間全体のアスファルト固化体に対して核種組成比が比較的一定と予想されたにもか

かわらず、相関図及び t検定から 137
Cs との相関関係の成立性を確認できなかった。この理由と
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して、原科研においてアスファルト固化処理される廃液の受入基準が、区分 B-1の一部（3.7×10
2
 

Bq/cm
3以上 3.7×10

4
 Bq/cm

3未満）及び区分 B-2（3.7×10
4
 Bq/cm

3以上 3.7×10
5
 Bq/cm

3未満）に分

類される廃液であり、検討対象核種及び Key 核種である 137
Cs の放射能濃度データが 1～2 桁と

いう狭い範囲に分布したことが考えられる。発電所廃棄体に対する放射能濃度評価方法適用の

基本手順において、放射化学分析等の結果が有するデータのバラツキは 1~2 桁であるとされて

いるが 1）、当該期間の検討対象核種の放射能濃度データのバラツキも同程度である。原子力発

電所から発生する雑固体廃棄物に対する評価における放射能濃度データの分布を見ると、デー

タが 1~2桁以上バラつく検討対象核種についても、Key核種である 137
Cs の放射能濃度が 5~6桁

の範囲で放射能濃度データが取得されているため、相関図及び t検定から相関関係の成立性が確

認されている 18）。しかし、原科研におけるアスファルト固化処理では、上述のように廃液の受

入基準があり、放射能濃度データの蓄積を進めても 137
Csの放射能濃度データが狭い範囲（2桁

程度）に分布し相関関係が成立しないと考えられることから、本検討では発電所廃棄体に対す

る放射能濃度評価方法適用の基本手順を参考にし、3
H、14

Cとともに 90
Sr、99

Tc、129
I、154

Eu、238
Pu、

239+240
Pu、241

Am、244
Cmについても、平均放射能濃度法の適用性について検討することとした。 

表 4.2 に示すように、当該期間に燃料試験施設では様々な照射後試験が行われていたが、図

5.2 から図 5.13 に示すように、当該期間の検討対象核種の放射能濃度データは 1～2 桁の範囲内

にある。発電所廃棄体の埋設処分において平均放射能濃度法を適用している均質・均一固化体

の 3
H についても、2～3 桁の範囲内の放射能濃度データのバラツキから平均放射能濃度を算出

している 18）ことから、当該期間の検討対象核種の放射能濃度データについても一定範囲内にあ

ると判断することができる。 

次に原子力安全委員会の報告書 19）で試算されたピット処分における基準線量相当濃度を放射

能濃度上限値とし、このピット処分の放射能濃度上限値の試算値に対し、当該期間の検討対象

核種の平均放射能濃度はどの程度の裕度が見込まれるか評価した。ここで、検討対象核種の放

射能濃度は実際の原科研におけるアスファルト固化処理を想定し、1 処理バッチ分の濃縮廃液

（500リットル）が 180リットルのアスファルト（比重 1.0）に濃縮・固化されるとした。また、

3
H、14

C は、アスファルト固化体中の残存率が現在のところ不明であるため、保守的に 100%残

存すると仮定して平均放射能濃度を算出した。 

なお、平均放射能濃度は、以下に示す一般的な算術平均を用い 1）、これまでにとりまとめた

当該期間の 3
H、14

C、90
Sr、99

Tc、129
I、154

Eu、238
Pu、239+240

Pu、241
Am、244

Cm の放射能濃度デー

タ 3）から算出した。表 5.4に当該期間の検討対象核種の平均放射能濃度を示す。 

Cav=∑ yi

n

i=1

n⁄  

ここで、Cav：平均放射能濃度、yi：核種の放射能濃度（i=1,2…,n）、 

n：サンプル数 
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この結果、90
Sr、99

Tc、239+240
Pu、241

Amについては、取得した放射能濃度データのうち最大と

なるデータにおいてもピット処分の放射能濃度上限値を超えることはなかったが、放射能濃度

上限値に対する平均放射能濃度の裕度が1桁であり十分な裕度は見込まれないことがわかった。

3
H、14

C、129
I、154

Eu、238
Pu、244

Cmについては、放射能濃度上限値に対する平均放射能濃度の裕

度が 2～8桁であることが分かった。発電所廃棄体の埋設処分において平均放射能濃度法を適用

している均質・均一固化体の 3
Hまたは 99

Tcの平均放射能濃度は、放射能濃度上限値に対して 2

桁以上の裕度を見込んでいる 2）。このため、当該期間の検討対象核種についても 2 桁以上の裕

度を見込んで平均放射能濃度法の適用性を検討すると、3
H、14

C、129
I、154

Eu、238
Pu、244

Cmに対

しては、ピット処分において平均放射能濃度法が適用できる可能性があると考えられる。また、

3
H、14

Cはアスファルト固化処理の際にも一部が排気系に移行すると考えられ、実際のアスファ

ルト固化体の 3
H、14

Cの平均放射能濃度は表 5.4に示す結果よりも低くなり、ピット処分の放射

能濃度上限値に対してさらに裕度が見込まれる。 

研究施設等廃棄物の埋設処分場の立地場所については、現在立地基準及び立地手順の策定が

検討されているところであり、本検討における放射能濃度上限値はあくまでも原子力安全委員

会の試算に基づくものである。今後、研究施設等廃棄物の埋設処分場の立地場所が選定され、

廃棄物埋設事業許可申請の安全審査の中で放射能濃度上限値が決定するので、放射能濃度上限

値に対する裕度を再評価し、平均放射能濃度法が適用できる可能性について確認する必要があ

る。 

参考までに、現在、発電所廃棄体の埋設処分が行われている青森県六ヶ所村にある日本原燃

株式会社のピット処分場に受け入れ可能な放射性核種として申請されている 3
H、14

C、60
Co、

59,60
Ni、90

Sr、94
Nb、99

Tc、129
I、137

Cs、全 α のうち 3
H、14

C、90
Sr、99

Tc、129
I、全 α の放射能濃度

上限値 20）に対し、当該期間の検討対象核種の平均放射能濃度はどの程度の裕度が見込まれるか

評価した。ここで、α 線を放出する 238
Pu、239+240

Pu、241
Am、244

Cm の放射能濃度の合計を全 α

の放射能濃度とした。この結果、表 5.4に示すように、90
Sr、全 αについてはピット処分の放射

能濃度上限値に対する平均放射能濃度の裕度が 1 桁未満、99
Tc、129

I については裕度が 1 桁であ

り十分な裕度は見込まれないことがわかった。一方、3
H、14

C については、2～3 桁の裕度が見

込まれることが分かった。 

 

5.3.2 平成 10 年度から平成 14 年度 

当該期間の検討対象核種のうち、4.2項で述べたように、日本アイソトープ協会から発生した

廃液には RI 廃棄物として 3
H、14

C が含まれており、図 5.15 から図 5.18 に示すようにこの廃液

を含む処理バッチの 3
H、14

C の放射能濃度が比較的高く、当該期間全体のアスファルト固化体

に対して放射能濃度が一定範囲内にあると判断することはできない。また、99
Tc、129

I、154
Eu、

238
Pu、239+240

Pu、241
Am、244

Cm について、放射能濃度データ上は当該期間全体において 137
Cs と
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の放射能濃度間について相関関係が成立したものの、5.1.1 項で述べたように、当該期間全体の

アスファルト固化体に対して核種組成比は一定とはみなせないため、SF法の適用は困難である

と考えられる。 

これらのことから、当該期間のように様々な施設から発生した廃液が固化処理された期間全

体のアスファルト固化体に対して、SF法等の一様な適用は困難であると考えられ、濃縮廃液か

ら分析用試料を採取して放射化学分析を行う原廃棄物分析法、または直接アスファルト固化体

から分析用試料を採取して放射化学分析を行う廃棄体破壊分析法により放射能濃度を評価する

必要があると考えられる。  
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6. 放射能濃度評価方法の構築に係る課題 

 

6.1 アスファルト固化体中の核種の残存率の評価に係る課題 

発電所廃棄体の放射能濃度評価においては、濃縮廃液の放射能濃度をアスファルト固化体の

放射能濃度に換算し平均放射能濃度を算出しており 21)、本検討でも実際の原科研で行われてい

るアスファルト固化処理を想定して、濃縮廃液試料の放射能濃度をアスファルト固化体の放射

能濃度に換算して平均放射能濃度を評価した。その際に 3
Hや 14

Cのように実際のアスファルト

固化処理の際に一部が排気系に移行する可能性がある核種については、アスファルト固化体中

に 100%残存すると仮定して、保守的に放射能濃度を評価した。より正確な評価のためには、あ

らかじめアスファルト固化体の放射化学分析を行って、実際のアスファルト固化体中での検討

対象核種の残存率を評価する必要がある。 

 

6.2 放射能濃度評価方法構築に係る課題 

廃液に含まれる核種の生成起源や廃液への移行挙動は発生施設ごとに異なると考えられるた

め、様々な施設から発生した廃液が固化処理された期間のアスファルト固化体に対しては、基

本的には原廃棄物分析法または廃棄体破壊分析法の適用が考えられる。しかし、このような期

間のアスファルト固化体に対しても、発生施設グループごとに SF法等の適用性について検討し、

各々のグループの放射能濃度データの母集団に差異がないことを統計的手法である F 検定によ

り確認し、いくつかの発生施設の放射能濃度データを統合することで、共通的な SF値または平

均放射能濃度を設定することができると考えられる 1）。本検討では、平成 10 年度から平成 14

年度の放射能濃度データを表 5.1に示す発生施設グループに分類したところ、グループごとの放

射能濃度データが少数になってしまい、統計的手法により SF法等の適用性について検討するこ

とができなかった。今後グループごとに放射能濃度データの蓄積を進め、いくつかの発生施設

の放射能濃度データを統合することで、様々な施設から発生した廃液が固化処理された期間の

アスファルト固化体に対しても SF法等が適用できると考えられる。なお、グループを統合する

にあたっては、2つ以上の施設から発生した廃液が混合され固化処理された場合の発生施設ごと

の混合割合についても考慮する必要がある。  
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7. まとめ 

 

本検討では、平成 10 年度から平成 19 年度にかけて原科研で作製されたアスファルト固化体

に対して、発電所廃棄体の放射能濃度評価で採用されている SF法等のような統計的手法に基づ

く放射能濃度評価方法の構築について検討した。SF法等の放射能濃度評価方法は、原子力発電

所から定常的に発生する廃液のように、放射能濃度または核種組成比が一定であることが明ら

かな場合に適用できる評価方法である。しかし、原科研のアスファルト固化体は、様々な研究

施設から発生した廃液が固化処理されたものであり、本検討対象期間全体のアスファルト固化

体に対して放射能濃度または核種組成比が一定とみなせず、SF法等の一様な適用は困難である

と考えられた。そこで、アスファルト固化処理された廃液に含まれる核種の生成機構や廃液へ

の移行挙動を調査し、放射能濃度または核種組成比が一定と予想される期間を特定し、その期

間のアスファルト固化体に対して SF法等の適用性について検討した。 

検討の結果、放射能濃度または核種組成比が一定と予想された平成 15 年度から平成 19 年度

のアスファルト固化体の 3
H、14

C、129
I、154

Eu、238
Pu、244

Cm に対して、ピット処分においては

平均放射能濃度法が適用できる可能性があると考えられた。ただし、研究施設等廃棄物の埋設

処分場の立地場所については、まだ立地基準及び立地手順の策定が検討されているところであ

り、今後、放射能濃度上限値が決定してから平均放射能濃度法の適用性について再検討する必

要がある。一方、平成 10 年度から平成 14 年度のアスファルト固化体に対しては、当該期間全

体に対して廃液の放射能濃度または核種組成比は一定とはみなせず、原廃棄物分析法または廃

棄体破壊分析法により放射能濃度を評価する必要があると考えられた。また、これまでに十分

な数の放射能濃度データを取得していない 59
Ni、63

Ni、79
Se、237

Np、243
Am については、今後放

射能濃度データの蓄積が進んだ段階で、SF法等の適用性について検討する必要がある。 
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表 4.1 発生施設ごとの廃液の放射能量（1/3） 

 

発生施設

処理ﾊﾞｯﾁNo.

H10-01 3.2E+09 7.7E+08 6.4E+08 4.6E+09

H10-02 3.0E+09 1.6E+09 9.2E+09 1.4E+10

H10-03 6.6E+08 1.8E+09 3.5E+09 6.0E+09

H10-04 2.5E+09 2.8E+08 2.8E+09

H10-05 2.6E+09 2.6E+09

H10-06 2.6E+09 2.1E+09 4.7E+09

H10-07 1.7E+09 1.7E+09

H12-01 6.2E+08 2.6E+09 3.2E+09

H12-02 1.6E+08 4.3E+08 5.9E+08

H12-03 3.5E+09 2.4E+08 3.7E+09

H12-04 3.2E+08 3.2E+08

H12-05 6.6E+08 6.6E+08

H12-06 1.1E+08 8.1E+08 9.2E+08

H12-07 2.5E+09 8.5E+08 3.3E+09

H12-08 6.4E+08 6.4E+08

H12-09 3.8E+08 1.9E+09 4.3E+07 2.7E+06 1.9E+06 2.3E+09

H12-10 1.5E+09 1.5E+09

H12-11 1.4E+08 4.6E+08 1.3E+09 1.9E+09

H13-01 1.1E+09 1.1E+09

H13-02 3.2E+08 5.4E+07 1.6E+07 7.3E+08 1.1E+09

H13-03 3.4E+08 3.4E+08

H13-04 2.8E+08 1.3E+10 1.3E+10

H13-05 5.8E+07 5.8E+07

H13-06 1.4E+08 1.2E+07 6.4E+08 7.8E+08

H13-07 4.5E+08 4.5E+08

H13-08 7.7E+09 6.9E+08 8.4E+09

JRIA

（単位：Bq）

ホットラボ 再処理 燃試 処理3 圧縮 処理2 液処理 研修 JRR-1 計JRR-2 研究3 NUCEF 電源 FRS
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表 4.1 発生施設ごとの廃液の放射能量（2/3） 

 

 

発生施設

処理ﾊﾞｯﾁNo.

H14-01 1.2E+09 1.6E+09 2.8E+09

H14-02 2.5E+09 8.9E+08 3.4E+09

H14-03 1.7E+08 4.9E+06 4.0E+06 1.8E+08

H14-04 1.8E+09 9.4E+05 2.2E+08 2.1E+09

H14-05 7.0E+08 7.0E+08

H14-06 1.3E+08 7.3E+08 8.6E+08

H14-07 4.0E+07 1.2E+09 1.3E+09

H14-08 1.2E+09 2.2E+08 8.8E+08 2.3E+09

H14-09 6.2E+08 1.6E+08 6.2E+08 1.4E+09

H15-01 2.9E+08 2.0E+08 5.5E+08 1.0E+09

H15-02 5.1E+08 1.0E+07 5.2E+08

H15-03 5.6E+09 1.0E+09 6.6E+09

H15-04 1.6E+10 4.8E+09 3.0E+07 2.0E+10

H15-05 1.2E+10 1.2E+10

H15-06 1.1E+10 6.0E+09 1.7E+10

H16-01 8.2E+09 1.1E+09 9.3E+09

H16-02 7.6E+08 7.6E+08

H16-03 1.9E+10 2.6E+09 2.2E+10

H16-04 1.3E+10 7.2E+09 2.0E+10

H17-01 3.4E+09 5.6E+09 4.2E+07 9.0E+09

H17-02 2.3E+07 2.3E+07

H17-03 1.0E+10 7.4E+07 1.0E+10

H17-04 1.5E+10 9.0E+06 6.5E+07 1.5E+10

H17-05 1.1E+10 1.1E+10

FRS JRIA 計研修 JRR-1 JRR-2 研究3 NUCEF

（単位：Bq）

ホットラボ 再処理 燃試 処理3 圧縮 処理2 液処理 電源
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表 4.1 発生施設ごとの廃液の放射能量（3/3） 

 

 

発生施設

処理ﾊﾞｯﾁNo.

H18-01 7.1E+09 2.3E+10 3.0E+10

H18-02 4.7E+06 4.7E+06

H18-03 1.4E+10 6.0E+09 2.0E+10

H18-04 7.9E+09 7.9E+09

H18-05 6.7E+09 6.7E+09

H18-06 7.5E+09 7.5E+09

H19-01 1.8E+10 1.8E+10

H19-02 2.4E+09 2.4E+09

H19-03 2.3E+09 2.3E+09

H19-04 1.8E+07 1.8E+07

H19-05 5.4E+06 5.4E+06

H19-06 4.9E+06 4.9E+06

FRS JRIA 計研修 JRR-1 JRR-2 研究3 NUCEF 電源ホットラボ 再処理 燃試 処理3 圧縮 処理2 液処理

（単位：Bq）
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表 4.2 燃料試験施設において行われた主な照射後試験 6～15）（1/2） 

年度 照射後試験 

平成 10 年度 ・高燃焼度等燃料確証試験（PWR48GWd/t 実用燃料（B 型）3 サイクル照射後

試験、48GWd/t 実用燃料（B 型）燃料集合体制御棒案内シンブル管照射後試験） 

・NSRR パルス照射実験用燃料加工及び照射後試験 

平成 11 年度 ・K5 材料照射試験片照射後試験 

・NSRR パルス照射実験用、JMTR 再照射用燃料加工及び照射後試験 

平成 12 年度 ・NSRR パルス照射実験用燃料加工及び照射後試験 

平成 13 年度 ・燃料集合体信頼性実証試験（BWR9×9B 型燃料照射実証試験） 

・NSRR パルス照射実験用燃料加工及び照射後試験 

・U-ROX 燃料の照射後試験 

平成 14 年度 

・燃料集合体信頼性実証試験（BWR9×9B 型燃料照射実証試験） 

・PWR55GWd/t B 型先行照射燃料の照射後試験 

・大幅高燃焼度用材料照射後試験 

・照射用ガドリニア燃料集合体の照射後試験 

・東北電力女川原子力発電所配管材料検査 

・NSRR パルス照射実験用燃料加工及び照射後試験 

平成 15 年度 

・燃料集合体信頼性実証試験（BWR9×9B 型燃料照射実証試験） 

・大幅高燃焼度用材料照射後試験 

・照射用ガドリニア燃料集合体の照射後試験 

・NSRR 実験燃料のパルス照射後試験 

・NUCEF 実験用試料作製 

平成 16 年度 

・燃料集合体信頼性実証試験（BWR9×9B 型燃料照射実証試験） 

・PWR55GWd/t B 型先行照射燃料の照射後試験 

・NSRR 実験燃料のパルス照射後試験 

・U-ROX 燃料の照射後試験 

平成 17 年度 

・燃料集合体信頼性実証試験（BWR9×9B 型燃料照射実証試験） 

・燃料等安全高度化対策事業に係る照射後試験 

・照射・高線量領域の材料挙動制御のための新しいエンジニアリング（新クロ

スオーバー研究） 

・NSRR 実験燃料のパルス照射後試験 

・Pu 窒化物燃料の照射後試験 

平成 18 年度 

・燃料集合体信頼性実証試験（BWR9×9B 型燃料照射実証試験） 

・使用済燃料の機械的特性等に関する試験 

・燃料等安全高度化対策事業に係る照射後試験 

・照射・高線量領域の材料挙動制御のための新しいエンジニアリング（新クロ

スオーバー研究） 



JAEA-Technology 2011-028 

- 24 - 

表 4.2 燃料試験施設において行われた主な照射後試験 6～15）（2/2） 

年度 照射後試験 

平成 19 年度 ・55GWd/t 先行照射燃料を用いた中温引張試験 

・BWR 燃料のクラッド除去方法の確認 

・高燃焼度燃料に係る照射後試験（PWR55GWd/t 国内先行照射燃料） 

・燃料等安全高度化対策事業に係る照射後試験 

・照射・高線量領域の材料挙動制御のための新しいエンジニアリング（新クロ

スオーバー研究） 

 

 

表 4.3 ホットラボ施設において行われた主な照射後試験 6～10） 

年度 照射後試験 

平成 10 年度 ・NSRR バーンアップ燃料関係の照射後試験 

・軽水炉用超高燃焼度燃料の照射後試験 

・核融合炉用材料の照射後試験 

・軽水炉用材料の照射後試験 

・研究炉用構造材料の検査 

平成 11 年度 ・原電東海発電所圧力容器鋼材モニタリング試験片の返還 

・NSRR バーンアップ燃料関係の照射後試験 

・核融合炉用材料の照射後試験 

・軽水炉用材料の照射後試験 

平成 12 年度 ・核融合炉用材料の照射後試験 

・軽水炉用材料の照射後試験 

平成 13 年度 ・大幅高燃焼度用材料照射後試験 

・照射材料照射後試験 

・軽水炉用材料の照射後試験 

・核融合炉用材料の照射後試験 

平成 14 年度 

・大幅高燃焼度用材料照射後試験 

・核融合炉用材料の照射後試験 

・大強度陽子加速器ターゲット容器材料の照射後試験 

・東北電力女川原子力発電所配管材料検査 

＊なお、ホットラボ施設は平成 15 年度から廃止措置計画に基づき設備・機器の撤去が行われて

おり、平成 15 年度以降に廃液の搬出は行われていない 11～15）。  
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表 5.1 処理バッチごとの発生施設区分（1/3） 

 

  

処理
年度

処理バッチNo. 主な発生施設* グループ分類

H10-01 再処理、燃試、ホットラボ 混合 再+燃+HL

H10-02 再処理、燃試、ホットラボ 混合 再+燃+HL

H10-03 再処理、燃試、ホットラボ 混合 再+燃+HL

H10-04 再処理、燃試 混合 再+燃

H10-05 再処理 再処理

H10-06 再処理、ホットラボ 混合 再+HL

H10-07 再処理 再処理

H12-01 再処理、ホットラボ 混合 再+HL

H12-02 JRIA、処理3 混合 J+その他

H12-03 再処理 再処理

H12-04 処理3 その他

H12-05 ホットラボ HL

H12-06 JRIA、ホットラボ 混合 J+HL

H12-07 JRIA、圧縮 混合 J+その他

H12-08 JRIA JRIA

H12-09 燃試、ホットラボ 混合 燃+HL

H12-10 JRIA JRIA

H12-11 JRIA、燃試 混合 J+燃

H13-01 JRIA JRIA

H13-02 JRIA、燃試 混合 J+燃

H13-03 JRR-2 その他

H13-04 燃試 燃試

H13-05 JRIA JRIA

H13-06 JRIA、NUCEF、電源 混合 J+その他

H13-07 JRR-2 その他

H13-08 燃試 燃試

平
成
1
0
年
度

平
成
1
2
年
度

平
成
1
3
年
度
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表 5.1 処理バッチごとの発生施設区分（2/3） 

 

  

処理
年度

処理バッチNo. 主な発生施設* グループ分類

H14-01 処理2、JRR-2 混合 処+その他

H14-02 JRIA、処理2 混合 J+処

H14-03 処理2 処理場

H14-04 処理2、NUCEF 混合 処+その他

H14-05 JRIA JRIA

H14-06 JRIA、処理2 混合 J+処

H14-07 JRIA JRIA

H14-08 JRIA、燃試、処理2 混合 J+燃+処

H14-09 JRIA、燃試、処理2 混合 J+燃+処

H15-01 JRIA、燃試、処理2 混合 J+燃+処

H15-02 燃試 燃試

H15-03 燃試、処理2 混合 燃+処

H15-04 燃試、処理2 混合 燃+処

H15-05 処理2 処理場

H15-06 燃試、処理2 混合 燃+処

H16-01 燃試、処理2 混合 燃+処

H16-02 燃試 燃試

H16-03 燃試、処理2 混合 燃+処

H16-04 燃試、処理2 混合 燃+処

H17-01 燃試、処理2 混合 燃+処

H17-02 処理2 処理場

H17-03 燃試 燃試

H17-04 燃試 燃試

H17-05 燃試 燃試

平
成
1
4
年
度

平
成
1
5
年
度

平
成
1
6
年
度

平
成
1
7
年
度
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表 5.1 処理バッチごとの発生施設区分（3/3） 

 

  

処理
年度

処理バッチNo. 主な発生施設* グループ分類

H18-01 燃試、処理2 混合 燃+処

H18-02 処理2 処理場

H18-03 燃試、処理2 混合 燃+処

H18-04 燃試 燃試

H18-05 燃試 燃試

H18-06 処理2 処理場

H19-01 燃試 燃試

H19-02 処理2 処理場

H19-03 処理2 処理場

H19-04 処理2 処理場

H19-05 処理2 処理場

H19-06 処理2 処理場

平
成
1
8
年
度

平
成
1
9
年
度

*主な発生施設は、再処理特研（再処理）、燃料試験施設（燃試）、ホットラボ施設（ホットラ
ボ）、RI協会（JRIA）、 第2廃棄物処理棟（処理2）とし、それ以外の発生施設はその他とした。2
つ以上の施設から発生した廃液を処理した場合で、放射能量の割合が10%以上である場合
は、その処理バッチはそれぞれの発生施設の混合として区分した。
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表 5.2 137Cs との相関関係の成立性の判定結果（平成 15 年度から平成 19 年度） 

核種 データ数 相関図＊1 t 検定＊2 相関係数 

90Sr 

137Cs 

26 

× × 

0.05 

99Tc 9 -0.02 

129I 24 0.41 

154Eu 18 0.31 

238Pu 14 0.11 

239+240Pu 14 0.15 

241Am 9 0.21 

244Cm 26 0.25 

＊1 相関図から、○：相関傾向が見られた、×：相関傾向が見られなかった。 

＊2 t 検定により、○：相関関係が成立、×：相関関係が不成立。 

 

 

 

表 5.3 137Cs との相関関係の成立性の判定結果（平成 10 年度から平成 14 年度） 

核種 データ数 相関図＊1 t 検定＊2 相関係数 

90Sr 

137Cs 

20 × × 0.48 

99Tc 14 

○ ○ 

0.80 

129I 19 0.80 

154Eu 17 0.63 

238Pu 20 0.82 

239+240Pu 20 0.85 

241Am 15 0.85 

244Cm 20 0.76 

＊1 相関図から、○：相関傾向が見られた、×：相関傾向が見られなかった。 

＊2 t 検定により、○：相関関係が成立、×：相関関係が不成立。 
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表 5.4 放射能濃度上限値に対する裕度 

核種 
平均放射能 

濃度＊1（Bq/g） 
最大放射能 

濃度＊2（Bq/g） 

ピット処分 1 号廃棄物埋設施設 

濃度上限値＊3 

（Bq/g） 
平均放射能 
濃度との裕度 

濃度上限値＊4 

（Bq/g） 
平均放射能 
濃度との裕度 

3H 3.9×101 3.7×102 2.8×1010 7.1×108 3.07×105 7.8×103 

14C 9.8×100 5.5×101 2.8×103 2.8×102 8.51×103 8.7×102 

90Sr 2.4×103 1.1×104 9.0×104 3.7×101 1.67×104 6.9×100 

99Tc 1.2×100 2.9×100 2.4×101 2.0×101 1.85×101 1.6×101 

129I 1.2×10-2 5.8×10-2 1.4×101 1.1×103 2.78×10-1 2.3×101 

154Eu 5.2×101 2.5×102 1.6×107 3.0×105 ― ― 

238Pu 7.3×101 2.2×102 7.9×103 1.0×102 ― ― 

239+240Pu 1.9×101 5.7×101 6.3×102 3.3×101 ― ― 

241Am 4.0×101 1.5×102 1.3×103 3.2×101 ― ― 

244Cm 7.4×101 4.3×102 2.3×105 3.1×103 ― ― 

全 α＊5 2.3×102 8.6×102 ― ― 5.55×102 2.4×100 

＊1 原科研におけるアスファルト固化処理を想定した残存率を用いて保守的に評価した。ただし、3H、14C はアスファルト固化体中に 100%

残存すると仮定した。 

＊2 取得した各核種の放射能濃度データのうち最大となる値。原科研におけるアスファルト固化処理を想定した残存率を用いて保守的に

評価した。 

＊3 原子力安全委員会の報告書 19）で試算されたピット処分における基準線量相当濃度を放射能濃度上限値とした。 

＊4 六ヶ所低レベル放射性廃棄物埋設センター廃棄物埋設事業変更許可申請書 20）による。 

＊5 α 線を放出する 238Pu、239+240Pu、241Am、244Cm の処理バッチごとの放射能濃度の合計。ただし、平成 15 年度から平成 19 年度に取得

したデータのうち、238Pu、239+240Pu、241Am、244Cm のいずれも分析が終了している処理バッチは H15-02～H16-04 のみであり、これら

について平均した。また、最大放射能濃度は H15-02～H16-04 の全 α の放射能濃度のうち最大となる処理バッチの放射能濃度とした。  
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図 2.1 アスファルト固化処理フロー4）
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図 3.1 放射能濃度評価方法構築の検討フロー 

 

 

 

 

 

図 4.1 発生施設ごとの廃液の放射能量の割合
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図 4.2 湿式再処理試験のフロー図  
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図 4.3 FP 含有廃液の処理系統図  
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図 4.4 燃料試験施設の排水系統図 22）
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図 4.5 ホットラボ施設の排水系統図 22）
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図 4.6 廃液の蒸発・濃縮処理の系統図  
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図 4.7 第 2 廃棄物処理棟の排水系統図  
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図 4.8 アスファルト固化処理の系統図 
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図 5.1 処理バッチごとの発生施設の放射能量割合（1/2） 
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図 5.1 処理バッチごとの発生施設の放射能量割合（2/2） 
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図 5.2 3H と 60Co の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.3 3H と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.4 14C と 60Co の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.5 14C と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.6 90Sr と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.7 99Tc と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.8 129I と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 

  

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06

1
2
9 I
 (
B

q
/m

l)

137Cs (Bq/ml)

燃試

燃+処

処理場



JAEA-Technology 2011-028 

- 48 - 

 

 

 

 

 

 

図 5.9 154Eu と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.10 238Pu と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.11 239+240Pu と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.12 241Am と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.13 244Cm と 137Cs の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.14 3H と 14C の放射能濃度（平成 15 年度から平成 19 年度） 
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図 5.15 3H と 60Co の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.16 3H と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.17 14C と 60Co の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.18 14C と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.19 90Sr と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.20 99Tc と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.21 129I と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.22 154Eu と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 

  

1.E-02

1.E-01

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06

1
5

4 E
u
 (B

q
/m

l)

137Cs (Bq/ml)

再処理

再+燃+HL

再+燃

再+HL

燃試

燃+HL

JRIA

J+燃+処

J+HL

J+その他

その他



JAEA-Technology 2011-028 

- 62 - 

 

 

 

 

 

 

図 5.23 238Pu と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.24 239+240Pu と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.25 241Am と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.26 244Cm と 137Cs の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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図 5.27 3H と 14C の放射能濃度（平成 10 年度から平成 14 年度） 
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